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向日市公立保育所給食調理業務委託プロポーザル実施要領 

 
１  目的  

  「向日市公立保育所給食調理業務委託業者選定基準」に基づき、公正かつ的確に保育 

所給食の意義を理解し、安心・安全でより質の高い保育所給食を安定して提供できる業 

者の選定を行うための必要な手続き等について定めるものとする。 

  

２ 業務の名称  

    第１保育所給食調理業務委託 

 

３ 委託期間 

  令和８年４月１日から令和１１年３月３１日まで 

 

４ 参加資格者の条件等 

プロポーザルに参加できる者は、実施要領等の公表日を基準日として、次に掲げる 

要件を満たす者でなければならない。 

（１）法人格を有する者であること。 

（２）保育所及び認定こども園の給食に関する法令、食品及び公衆衛生に関する法

令、その他の関係法令及びこれらに基づく通知、並びに労働基準、労働安全等労

働関係法令を遵守できること。 

（３）業務に必要な専門的能力のある従事者を有するとともに、経営基盤が安定して

おり、本委託業務を仕様書に基づき確実に遂行できること。 

（４）保育所及び認定こども園給食において、給食調理業務の受託経験が1年以上ある

こと。 

（５）向日市入札参加資格者名簿に登録されていること。 

なお、現在登録されていない者は、提案書の提出時に「５ 名簿に登録されてい

ない者の参加」に掲げる書類を併せて提出すること。 

（６）製造物責任（PL）法（平成6年法律第85条）に基づく製造物責任、その他の製造

物の欠陥による製造業者等の損害賠償の責任に係る生産物賠償責任保険、又は食

品衛生協会加入者による食品賠償共済に加入していること。 

（７）地方自治法施行令（昭和22年政令第16）第167条の4第2項の規定による向日市の

入札参加資格基準による入札参加の資格制限に該当しないこと。 

（８）会社法（平成17年法律第86号）の規定による清算の開始。破産法（平成16年法

律第75号）の規定による破産手続開始の申立て、会社更生法（平成14年法律第154

号）の規定による再生手続開始の申立て、又は民事再生法（平成11年法律第225

号）の規定による再生手続き開始の申立てがなされていない者。ただし、会社更

生法の規定による更生手続き開始の決定を受けた者、または民事再生法の規定に

よる再生計画認可の決定（確定したものに限る。）を受けた場合は、この限りで

はない 

（９）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号）第2条

第2号に掲げる暴力団、及びそれらの利益となる活動を行う者ではないこと。 

 



 

2 

 

（１０）契約締結時点で(1)から(9)までの要件を満たす代行保証人を確保し、または代

行保証制度に加入すること。 

 

５ 名簿に登録されていない者の参加 

４の(5)に掲げる名簿に登録されていない者は、次に掲げる書類を提案書と合わせて 

提出すること。  

（１）履歴事項全部証明書（商号登記簿謄本） 

（２）直近年度の国税（法人税並びに消費税及び地方消費税）、都道府県税（事業税、     

都道府県民税）及び市町村税（法人市町村民税、固定資産税）すべての納税証明書

（未納がないことを確認できるもの）  

 

６ 業者の選定について  

    参加業者の提案(提案書及び提案についてのプレゼンテーション)に基づき、「向日市

公立保育所給食調理業務委託業者選定基準」により「向日市公立保育所給食調理業務

委託業者評価委員会」で審査を行う。同委員会の評価結果を踏まえ向日市が業者を選

定する。  

  

７ 実施要領等の公表・配布について 

  実施要領等の公表・配布を令和７年８月１２日（火）から同年８月２１日（木）まで 

本市ホームページにおいて行う。 

 

８ 参加表明書の提出について 

  応募事業者は次のとおり提出すること。 

  （１）期  間 令和７年８月１２日(火)～８月２１日(木) 

 （２）提 出 先 市民サービス部 子育て支援課 

 （３）そ の 他 参加表明書を提出した後、提案を辞退する場合は、提案書提出期 

限までに辞退届を提出すること。 

 

９ 提案書提出期間等について  

  （１）期   間   令和７年９月９日(火)～９月１６日(火)  

  （２）提出部数  正本１部 副本７部 

 （３）提出方法  持参及び郵送 

※郵送の場合は、配達証明付き書留郵便とし、受付期限までに必着とする。 

 

１０ 提出関係書類  

 （１）提案書 

  （２）会社の概要について （資本金額、年商額等のわかるもの） 

  （３）決算報告（貸借対照表、損益計算書の写しなど） 

  （４）直近５年間に食中毒事故を発生させた場合、その内容（近畿圏内に限る） 

 

１１ プロポーザルのスケジュール(予定)  

 （１）実施要領等の公表・配布            令和７年８月１２日（火） 

  （２）参加表明書及び施設見学会参加申込書提出締切  令和７年８月２１日（木） 
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 （３）施設見学会                  令和７年８月２６日（火） 

（４）質問受付締切                      令和７年９月 ３日（水） 

  （５）質問回答日                   令和７年９月 ９日（火） 

 （６）提案書提出締切                     令和７年９月１６日（火） 

（７）ヒアリング(プレゼンテーション)          令和７年９月２６日（金）

（８）委託業者評価委員会               令和７年９月２６日（金） 

 

１２ 施設見学会について 

 （１）日時 令和７年８月２６日（火）午後３時から 

 （２）場所 向日市立第１保育所（向日市向日町北山２１） 

（３）留意事項 

①施設見学会への参加を希望する場合は、令和７年８月２１日（木）午後５時

までに子育て支援課へ施設見学会参加申込書を提出すること。 

②参加人数は、１業者につき１名とする。 

③当日までに参加者の検便検査結果を提出すること。 

④当日は、白衣・帽子・履物を持参すること。 

⑤施設見学会参加の有無は、審査の対象としない。 

 

１３ 提案書の課題について  

 Ⅰ．基本的事項 

  （１）保育所等における調理実績について 

 （２）直近５年間の主な調理実績について 

 

Ⅱ．事業提案 

（１）調理従事者配置体制について 

 （２）衛生管理体制について 

 （３）調理業務の体制について  

  （４）調理従事者の代替体制等について  

  （５）調理従事者に研修内容について    

  （６）食中毒時等における損害賠償保険について 

  （７）業務の連携や協力体制について 

 （８）緊急時における対応について 

（９）見積書 年額（税抜き27,239,600円以内、人件費、衛生管理費、消耗品費、被 

服費、教育費、営業管理費等に区分のこと。見積書の宛名は向日市長とする。金 

額は税抜きで記載すること。） 

 

１４ 条件等 

 （１）別に定める「向日市立第１保育所給食調理業務委託仕様書」による。 

 （２）給食施設 ドライシステム、リフト方式 

 （３）給食室備品、ＰＥＮ食器などは市が準備する。 

 

１５ ヒアリング（プレゼンテーションによる審査）について 

参加業者は「向日市公立保育所給食調理業務委託業者評価委員会」において、 
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「Ⅱ.事業提案」のプレゼンテーションを行い、質疑に答えるものとする。 

（１）プレゼンテーション１５分間、質疑１０分間とする。 

（２）パソコンやプロジェクター、スクリーン等を使用する場合は各自用意すること 

（３）プレゼンテーションは提出した提案書をもとに行うものとし、追加の提案資料 

は認めない。 

（４）当日の時間や場所は別途通知する。 

                                                                  

１６ 留意事項  

 （１）公表   採用者の公表は、業者名のみとし提案書の一般公開は行わない。  

 （２）著作権 提案書の著作権は、提出業者に帰属する。  

 （３）提案書 提案書は返却しない。  

  （４）選定結果 何人も異議を申し立てることは認めない。  

 （５）契約不成立 委員会で選定した業者が、採用の辞退その他の理由で契約できない

場合は、次点者を採用するものとする。   

 

１７ 評価方法について  

 （１）向日市公立保育所給食調理業務委託業者評価委員会において行う。  

 （２）評価は、書類審査及びヒアリングにより行う。            

 

１８ 主催者及び事務局  

 （１）主催者     向日市  

 （２）事務局     向日市 市民サービス部 子育て支援課（向日市役所東向日別館４階）                    

〒617－8772 向日市寺戸町小佃５番地の１    

                    TEL 075－874－2659（直通） FAX 075－935－1346  

 


